
 

７－３－１ 早期把握・自立支援事業 

○生活保護事務費 

 ・体験的就労型社会参加プログラム 

   週１回程度の農作業体験等を通して、社会参加意欲、就労意欲の向上を図った。 

     参加者数      ９人 

 ・屋内作業体験プログラム 

   週１回～３回の屋内作業を通して、社会参加意欲、就労意欲の向上及び就労に必要な技能の

習得を図った。 

     参加者数      ６人 

 ・就労準備型社会参加プログラム 

   週１回程度の農作業体験を通して、就労に対する不安感の払拭と自信の回復を図った。 

    参加者数           ３人 

 ・若年者訪問支援プログラム 

   被保護世帯の概ね１６歳～４０歳までのひきこもり等の若年者を訪問し、社会的自立に向け

た支援を行った。 

    支援者数           ６人 

 ・被保護者への就労支援 

就労自立促進事業の実施 

 ハローワークと連携した求職活動支援や就労した被保護者へのフォローアップを行った。 

参加者          ３４人      就労者        １６人 

   被保護者就労支援事業の実施 

 就労可能な被保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言を行った。 

参加者          ４３人      就労者        １１人 

    【市民福祉部 生活支援室 生活支援第１課】 

 

７－３－２ 生活困窮者自立促進支援事業 

○生活困窮者自立促進支援事業費 

 ・生活困窮者の自立相談支援 

   自立相談支援機関（帯広市自立相談支援センターふらっと）において、生活困窮者が抱える

多様で複合的な課題に応じて、継続的かつ計画的な支援を行った。 

    新規相談件数       ８１６件 

・生活困窮者の就労準備支援 

   就労に必要な訓練を日常生活自立・社会生活自立段階から有期で行った。 

支援者数           ２人 

  ・住居確保給付金の支給 

    離職等により経済的に困窮し、住居を喪失した市民又は住居を喪失するおそれのある市民に

対し、家賃相当分の住居確保給付金を支給した。 

     給付世帯数       １７４世帯 

 ・生活困窮世帯（被保護世帯を含む）の子どもの学習等支援 

   生活困窮世帯の子どもに対する学習支援や居場所づくり、保護者への助言などを行った。 

    小学生        参加者 ８人（延べ１４４人） 

    中学生・高校生    参加者１６人（延べ４３６人） 

【市民福祉部 生活支援室 生活支援第１課】 

資料６（追加） 



 

 

７－３－４ 生活保護事業 

○生活保護事務費 

 ・要保護者等への面談相談の実施 

   生活困窮などによる来所者に対し、面談相談を実施した。 

    新規相談         ７７２件   生活保護申請       ３２２件 

 ・被保護者の家庭訪問等の実施 

   被保護者の家庭訪問等により生活実態を把握し、適切な助言を行うことで被保護者の自立を

支援した。 

    家庭訪問       ８，９２４件 

 ・被保護者に対する健康管理支援 

   被保護者に対して健診受診を勧奨し、生活習慣病予防等の健康管理を支援した。 

    特定健診受診勧奨  ２，２５９世帯 

【市民福祉部 生活支援室 生活支援第１課】 

 

 

７－３－５ 生活保護等支給事業 

○生活保護費 

 ・生活保護費の支給 

３，８３９世帯（４，８０１人）（年度平均）     

○中国残留邦人等支援費 

 ・中国残留邦人等への支援給付費等の支給 

   中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立支援に関する法律に基づき支援

給付を実施した。 

１世帯（１人）   

【市民福祉部 生活支援室 生活支援第１課】 

 

 

 


